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第 1 章 事業の概要 

1.1 事業の背景 

(1) 都市間連携の活動意義 

パリ協定が採択された COP21 では、都市を含む非国家主体の行動を認知すること、そし

て全ての非政府主体（都市その他地方公共団体等）の努力を歓迎し、そのスケールアップ

を招請することが決定された。都市は社会経済の発展を支える活動の場であり、多くの人が

居住している。世界の全土地面積の 2%を占める都市部に、世界人口の約半数が居住し、

その割合は 2050 年には 70％にまで増加すると予想されている。また、2006 年時点で世界

の二酸化炭素（Carbon Dioxide：以下、CO2）排出量の 70％以上が都市から排出されている

と推定されており、都市部が気候変動の緩和に果たす役割は大きく、都市部における気候

変動対策の着実な実施、温室効果ガス（Greenhouse gas : 以下、GHG）排出量の削減が、

パリ協定の目標達成のために重要となっている。 

我が国においては、環境省主導の下、2050年に CO2排出実質ゼロを表明する自治体が

募られ、2022 年 2 月末現在、598 の自治体（自治体総人口：約 1 億 1,523 万人）にまで浸

透しており、脱炭素と共存する社会システムの構築が拡がり始めている。 

これに対し、経済成長が著しいアジアにおいて、持続可能な脱炭素社会、またその通過

点として低炭素社会の構築への動きを加速させることが必要であり、社会経済の発展を支

える活動の場である都市の脱炭素化・低炭素化に向けて、国際的にも都市の取組を支援

する動きが強化されている。 

 

(2) EECに対する都市間連携の実施 

タイ王国では、天然資源の活用や外資企業の誘致によって中所得国となっていた途上

国が、産業構造転換の努力を怠ると成長率が鈍化し、高所得国に移行していくことが難しく

なるということに危機感を持っていた。そのため、同国の将来的な社会経済面での繁栄に向

けて、2015年より「タイランド 4.0」という国家戦略を掲げており、20年をかけて経済成長を促

進、最終年にあたる 2036年までに高所得国入りを目指している。 

そして、タイランド 4.0の実施を牽引する地域として首都・バンコク都の東側の 3県（チ

ョンブリ県、チャチュンサオ県、ラヨン県）を東部経済回廊（Eastern Economic Corridor : 以

下、EEC）と称し、重点地域に設定している。EEC は、1980 年代から開発が始まっており、

既に多くの本邦企業が工場を建設し、東南アジア圏の重要な生産拠点となっている1。県の

臨海部は、工業地帯としての発展が著しく、域内 GDP はタイ全体の 15%以上を占めている。

また、本邦自動車産業に係る多くの企業が立地しており、これまでも多くの二国間クレジット

制度（Joint Crediting Mechanism ：以下、JCM）案件が同地域で計画・実施され、今後も引

き続きその数は増え続けるものと期待される。実際、多くの企業が JCM 案件形成を望んで

 
1 EEC は、タイ王国におけるタイランド 4.0 を実施するための国家戦略の中核地域であるが、行政区分にて分類されてい

る訳ではなく、バンコク都東部の 3県が対象となっている。そのため、本都市間連携では「都市相当」として取り扱う。 
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いることを確認している。 

 

(3) 大阪市による都市間連携の参加 

大阪市では、これまでベトナム国・ホーチミン市やフィリピン国・ケソン市と都市間連携を

実施し、着実な成果を上げている。また、地方行政（大阪市）単独で活動するのではなく、

同市が構築・運営している、脱炭素・低炭素化プロジェクトを創出・形成するための官民連

携プラットフォーム Team OSAKA ネットワーク2を活用することで、アジア等の諸都市におけ

る脱炭素都市形成等への支援を進め、ひいては大阪・関西経済の活性化と日本の国際的

役割への貢献を目指している。 

また、大阪市は過年度より工業団地が集積している EECにおける JCM案件形成の可能

性に着目してきた。今回、本ネットワーク登録企業である大阪ガス株式会社（以下、大阪ガ

ス）等から同地域でのビジネス展開支援について打診されたことを受け、EEC での案件形

成を目指すこととなった。 

 

(4) コロナ禍における都市間連携の意義 

昨年度後半より国際的な問題となった新型コロナウイルス（以下、COVID-19）の影響は、

本年度の都市間連携事業に対しても大きな影響を及ぼした。とりわけ、現地渡航が制限さ

れたことにより、ほとんどの協議や意見交換、各種調査をオンライン等のウェブベースで行う

ことを強いられた。COVID-19 に対する取組は、現在も国や市民レベルで様々に行われて

おり、都市においても進められている。そして、本邦および海外地方自治体での連携は、今

後、新たな成果を生み出すものと期待される。アフターコロナを視野に入れ、コロナ禍にお

いて都市間連携を進める意義は少なからずあるものと考える。 

 

1.2 事業の目的 

タイランド 4.0実現に向けた脱炭素社会形成支援業務（以下、本事業）は、都市間連携に

おいて様々な知見を有している大阪市とタイ王国における経済推進地域である EECが、脱

炭素・低炭素社会実現のため、（1）両都市の連携を深めること、および（2）タイ王国での脱

炭素・低炭素に資する JCM案件形成を進めることを目的に実施した。 

  

 
2 Team OSAKAネットワークの事務局は大阪市環境局が務めている。 
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1.3 本事業の工程 

本事業は、令和 3年度の都市間連携事業 1次募集において採択され、2021年 8月から

活動を開始している。 

大阪市と EEC による都市間連携事業は令和元年度より開始しており、3 年目となる今年

度は、大阪市内企業等によるスマートシティ開発に係る知見共有や、大阪市の環境施策に

係るノウハウの共有等を通じて、脱炭素社会への展開を導く様々な活動を実施した。また、

アジア地域において最も積極的に開発が進められている地域である、EEC 地域に対して、

本市の取組・ノウハウを伝え、大阪・関西企業をはじめとした日本企業の優れた技術や製品

の導入を進めることで、タイ王国全体の環境改善と脱炭素化に貢献し、ひいては大阪・関西

経済の活性化につなげることを目指し、2022 年 2 月に大阪市、EEC 間で脱炭素社会形成

に関する協力覚書（以下、MOU）を締結した。詳細工程は、図 1.1に示す通りである。 

 

 
出典：日本工営作成 

図 1.1  本年度における都市間連携活動スケジュール 
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第 2 章 事業の参画都市 

2.1 大阪市 

2.1.1 大阪市における国際環境協力 

大阪市は、姉妹都市、ビジネスパートナー都市などの様々な関係を通じて、各国の都市

と、文化・スポーツ・経済、環境などの分野で交流を促進している。 

そのうち環境分野においては、現在、東部経済回廊（EEC：タイ）をはじめ、ホーチミン市

（ベトナム）、ケソン市（フィリピン）、マハラシュトラ州（インド）、サンクトペテルブルク市（ロシ

ア）、グレーター・マンチェスター（英国）で海外展開を実施しており、都市間連携事業に関

しては図 2.1 に示すようにベトナム国・ホーチミン市やフィリピン国・ケソン市との活動を進め

ている。 

本事業の担当部局である環境局は、JCM対象となる途上国の環境問題を解決するべく、

大阪市が有する各種制度に係る知見と市内や本邦企業による低炭素技術をセットにしたパ

ッケージでの支援を展開しており、取組みを進めるにあたっては、官民連携ネットワークであ

る Team OSAKAネットワークの登録事業者と連携し、アジア等の諸都市における脱炭素都

市形成等への支援を進め、ひいては大阪・関西経済の活性化と日本の国際的役割への貢

献を目指している。 

大阪市は我が国における主要都市の一つとして様々な都市の側面を有しており、環境面

においては市民の公衆衛生の改善や公害問題を克服した歴史を持つ。大阪市として、本

都市間連携やそれに伴う国際協調での連携を通じて、環境問題に直面する海外諸都市を

支援すると共に、企業の海外展開の機会を創出することを期待している。以上より、著しい

経済発展を遂げているバンコク都および EEC が直面する課題に対し、大阪市より有効な知

見や経験を提供することが期待される。 

 

出典：大阪市資料より日本工営作成 

図 2.1  大阪市による国際環境協力  

EEC(Thailand) 2019-
Quezon(Philippines) 2018-

Ho Chi Minh(Vietnam) 2013-

Osaka City Government supports to
generate overseas low carbon projects
on the basis of GtoG cooperation.
Now, we mainly work with Ho Chi Minh
City of Vietnam, Quezon City in
Philippines and EEC (Eastern Economic
Corridor) in Thailand.
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2.1.2 Team OSAKAネットワーク 

平成 28年 6月、大阪市は産学官のより効果的な連携

を図るため、「Team OSAKA ネットワーク」を立ち上げ

た。Team OSAKA ネットワークはアジア等の都市におけ

る脱炭素化社会の実現を支援しており、省エネ・再エネ

技術を持つ企業を中心に、2021 年 10 月現在 154 団体

が登録している。 

大阪市は、Team OSAKAネットワークを活用し、国内外の支援ニーズをマッチングしなが

ら、ネットワーク参加企業のプロジェクトの創出、支援を進めている。 

Team OSAKA ネットワークは、企業の海外進出を促し、大阪・関西経済の活性化、国際

環境分野における日本の役割を果たすことを目的としているため、本事業の目的にも合致

している。 

本年度においては、EECが描くスマートシティ開発への協力として、図 2.2に示す体制で

支援を実施した。 

 

 

出典：大阪市資料より日本工営作成 

図 2.2  Team OSAKAネットワークによるスマートシティ開発への支援体制 

 

EEC におけるスマートシティは、EEC 事務局が直接開発を先導する訳ではない。当該地

域の発展、言い変えればタイランド 4.0実現に向け、スマートシティ開発を通して、各種投資

や企業の進出を促すよう EEC事務局が支援等を進めている。 

このような EEC事務局の立ち位置を踏まえ、本事業では、同地域において脱炭素やスマ

ート化が期待されるプロジェクトにつき、貢献し得る本邦企業等を紹介するべく、大阪市と共

に脱炭素化への支援を行った。 
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2.1.3 大阪市による取組 

大阪市の有する主な環境への取組及び計画を以下に示す。 

 

(1) 大阪市地球温暖化対策実行計画 (区域施策編) 

大阪市松井市長は 2020 年 11 月 27 日の大阪市会にて、「2050 年ゼロカーボンをめざ

す」ことを表明し、12月 9日に環境省に報告した。また、2021年 3月に策定した「大阪市地

球温暖化対策実行計画（区域施策編）」において、2030 年度の目標達成に向けた着実な

取組の実施と、2050 年の大阪の成長につながる脱炭素社会「2050 年ゼロカーボンおおさ

か」の実現に向けた取組の方向性について明記された。 

「大阪市地球温暖化対策実行計画 (区域施策編)」における計画の目標及びビジョンは

以下の通りである。 

 計画の目標 

2050 年の GHG 排出量実質ゼロをめざし、2030 年度までに大阪市域の GHG 排出量を

2013年度比で 30％削減する。 

 計画のビジョン 

大阪の成長につながる脱炭素社会「2050年ゼロカーボンおおさか」の実現 

 

(2) SDGs 未来都市及び自治体 SDGsモデル事業 

大阪府及び大阪市は、2020 年 7 月 17 日に都道府県と市町村による共同提案の初の事

例として、内閣府の「SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事業」に選定され、同年 10

月に「大阪府・大阪市 SDGs 未来都市計画」を策定した。本計画は、2021 年 7 月に改訂さ

れている。 

「大阪府・大阪市 SDGs未来都市計画」におけるビジョンは以下の通りである。 

 計画のビジョン（3つのあるべき姿） 

①いのち輝く幸せな暮らし（Human Well-being） 

②多様なチャレンジによる成長（Diverse innovation） 

③世界の未来をともにつくる（Global Co-Creation Hub） 
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(3) 大阪ブルー・オーシャン・ビジョン実行計画 

上述の「SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事業」における取組みの一つとして、

大阪府及び大阪市は、2021 年 3 月に「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」実行計画を策定

した。同計画は、「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が掲げる「2050 年までに海洋プラスチ

ックごみによる新たな汚染ゼロ」の実現に寄与するとともに、大阪市環境基本計画の水分野

の個別計画として SDGsの達成に貢献することを目指している。 

「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」実行計画の目標は以下の通りである。 

 計画の目標 

①2030年度に大阪湾に流入するプラスチックごみの量を半減する。 

②河川・海域の水質に係る国の環境基準を 100パーセント達成、維持するとともに、水環

境に関する市民満足度を 40パーセントまで向上する。 

 

2.2 東部経済回廊（EEC） 

2.2.1 EECの概要 

2016年プラユニット首相は、中所得国の罠から抜け出し、産業構造をより高度化、高付加

価値化、スマート化、デジタル化することにより高所得国を目指すタイランド 4.0 及び長期国

家戦略を発表した。 

タイランド 4.0のイメージを図 2.3に示す。具体的には、次世代自動車をはじめ、医療、航

空、ロボットなどのハイテク産業の特定業種の投資促進や各種インフラストラクチャーを総合

的に開発することを目指している。特に、イノベーション主導型の経済成長へ転換、2016 年

からの 20 年間でデジタル立国を目指すということを掲げている。そして、デジタル経済の発

展と新世代産業の育成を主な柱としている。 

 
出典：日本工営作成 

図 2.3  タイランド 4.0のイメージ 

 

タイランド 4.0 実現のためのパイロット事業地域として、チャチュンサオ、チョンブリ、ラヨン

の 3 県が EEC と位置付けられ、2018 年に EEC 法令によって同地域が規定されると共に、

EEC運営主体の行政組織として EEC政策委員会及び EEC事務局が設立されている。 

EEC 政策委員会は EEC 法令に基づき、「EEC の開発のための政策決定」、「土地利用

の全体計画の承認」、「税制上の優遇措置の決定」等の権限を持ち、タイ首相が委員長、国

務大臣などが委員を務める。EEC 事務局は、EEC 政策委員会の下に設置されている政府

機関であり、EEC を構成する 3 県と連携しながら、EEC 政策委員会によって定められた方

タイランド1.0

タイランド2.0

タイランド3.0

タイランド4.0

・農村社会
・家内工業

・天然資源と安価
な労働力を活用
した軽工業

・輸入代替工業

外国企業進出の
による重工業、
輸出指向の発展

産業構造の高度
化、高付加価値
化、スマート化、
デジタル化

中所得国の罠



令和 3年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務 

タイランド 4.0実現に向けた脱炭素社会形成支援業務 

 

8 

針、計画に基づき EECの開発を進める。EECの概要を図 2.4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：EEC Act、2year of EEC (July 2019)を基に日本工営作成 

図 2.4  EECの概要 

 

EECは東部臨海工業地域（Eastern Seaboard）が前身となっており、図 2.5に示す通り、鉄

道、空港、港、高速道路などインフラが整備されている。また、石油化学工業、自動車及び

同部品製造業などが集積している。実施中の主なインフラ整備事業を表 2.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2 Years of EEC (July 2019)を基に日本工営作成 

図 2.5  EEC対象地域の主なインフラ 

  

EEC事務局

EEC政策委員会

内閣

パイロット事業地域

承認・賛成 報告・提案

管理・運営・承認

国家戦略

タイランド4.0
EEC

EEC法令

憲法 3県を規定

報告・提案

組織の設置

連携

EEC開発の実施 連携

その他関連機関
EECエリア外の地方自治体等※

チャチュンサオ県
チョンブリ県
ラヨン県

EECでは税制上の優遇

措置などが設けられて
いる。 ※隣接する都市（バンコクなど）
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表 2.1  EECにて実施中のインフラ整備事業 

事業名 概要 
事業 

規模 

運用 

年 
事業実施者 

空港間高速鉄道 

ドンムアン、スワンナプーム、ウタパオ

の 3空港を結ぶ高速鉄道の新設。車

での 2-3時間の移動時間が、高速鉄

道で 1時間以内となる。 

60億 

USD 
2023 タイ国有鉄道 

ウタパオ空港拡張 
年間旅客収容能力を 370万人から

6,000万人に引き上げる。 

94億 

USD 
2023 タイ王国海軍 

ウタパオ空港航空

機整備センター 

7機（大型 5機、小型 2機）の航空機

が駐機できる航空機整備センターの

整備。 

3.4億 

USD 
2022 タイ国際航空 

マプタプット港拡張

（フェーズ 3） 

ガス及び液体貨物船の年間収容能力

を 1,600万トンから 3,100万トンに引き

上げる。 

17億 

USD 
2025 

タイ工業団地公

社 

レムチャバン港拡張

（フェーズ 3） 

コンテナ取扱量を年 1,110万 TEUか

ら 1,810万 TEUに引き上げる。 

27億 

USD 
2025 タイ港湾公社 

都市間高速道路 
交通渋滞の緩和及び都市間の接続の

増加。 
－ 2020 運輸省 

出典：2 Years of EEC (July 2019)より日本工営作成 

 

2.2.2 EECにおける重点産業 

EEC政策委員会によって 12分野の重点産業（表 2.2）、これらの重点産業の促進区域で

ある特定産業特別区（図 2.6）及び重点産業特別区（工業団地（26 か所）及び産業クラスタ

ー（2 箇所））（表 2.3）が指定されている。また、(1) 特定産業特別区（EECh、EECtp 除く）、

(2) 重点産業特別区、(3) EEC 内のその他の工業団地においては、タイ投資委員会3の投

資恩典（基礎的な恩典）に加え、追加的な恩典（EECパッケージ）が付与される。 

 

表 2.2  12分野の重点産業 

No. 産業分野 

1 次世代自動車 （Next-generation Automotive） 

2 スマートエレクトロニクス （Intelligent Electronics） 

3 メディカル&ウェルネス・ツーリズム （High-value and Medical Tourism） 

4 農業・バイオテクノロジー （Advanced Agriculture and Biotechnology） 

5 機能性食品 （Food for the Future） 

6 ロボット工学 （Automation and Robotics） 

7 医療ハブ （Medical and Comprehensive Healthcare） 

8 航空・ロジスティクス （Aviation and Logistics） 

9 バイオ燃料・バイオ化学 （Biofuel and Biochemical） 

10 デジタル （Digital） 

11 国防 （Defence） 

12 教育 （Education and Human Resource Development） 
出典：日本工営作成 

 

 
3 タイ投資委員会（The Board of Investment, Thailand）は、タイ国内への投資奨励を担当するタイ政府機関であり、国内外

で投資家に便宜を図り、タイ国内への投資を促すことを目的としている。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8A%95%E8%B3%87
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出典：EEC Fact Sheet を基に日本工営作成 

図 2.6  特定産業特別区の概要 

 

表 2.3  重点産業特別区 

No. 重点産業特別区 対象重点産業 

工業団地 

1 WHA Rayong Industrial Estate ①             ⑥    ⑧  

2 Eastern Seaboard I.E. (Rayong) ① ② 

3 WHA Eastern Industrial Estate (Map Ta Phut) ⑨ 

4 WHA Eastern Seaboard I.E.1 ① ②          ⑥ 

5 WHA Chonburi I.E.1 ①                   ⑧    ⑩ 

6 WHA Chonburi I.E.2 ②                ⑧    ⑩ 

7 WHA Eastern Seaboard I.E.2 ① ②          ⑥  

8 WHA Eastern Seaboard I.E.3 ① ②          ⑥  

9 WHA Eastern Seaboard I.E.4 ① ②          ⑥  

10 CPGC I.E. (Rayong) ① ②          ⑥ ⑦       ⑩ 

11 Amata City Chonburi I.E. ① ② ③       ⑥    ⑧    ⑩ 

12 Amata City Chonburi I.E. (2nd Project) ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧    ⑩ 

13 Amata City Rayong I.E. ① ② ③             ⑧ 

14 Pinthong Industrial Estate ①                   ⑧ 

15 Pinthong Industrial Estate (Laem Chabang) ① 

16 Pinthong Industrial Estate (3rd Project) ① 

17 Pinthong Industrial Estate (4th Project) ① ②       ⑤ ⑥    ⑧ ⑨ ⑩ 

18 Pinthong Industrial Estate (5th Project) ① ②       ⑤ ⑥    ⑧ ⑨ ⑩ 

19 TFD I.E.(2nd Project) ① ②                ⑧ 

20 Yamato Industries I.E. ① ② 

21 Smart Park I.E. ③ ④    ⑥ ⑦ ⑧    ⑩ 

22 Asia Clean - 

23 Rojana Nongyai - 

 
特定産業特別区 概要 

EECh 

高速鉄道 

リボンスプロール 

空港間（ドンムアン—スワンナプーム—ウタ

パオ）を結ぶ高速鉄道沿線地域と公共交

通志向型開発地域（TOD）であるマッカ

サン駅とシラチャー駅を開発する。 

EECg 

ゲノミクスタイラン

ド 

共同研究ネットワークを構築し、次世代シ

ーケンサーによる EECゲノム検査拠点。 

EECd 

デジタルパーク 

AI・IoTの研究施設やインターネット・デ

ータセンターに加えて、人材育成の教育

機関や居住地区を含むデジタルコミュニ

ティーを目指す。 

EECmd 

メディカルハブ 

総合的な医療サービスやヘルスケアを提

供するタイ初の医療ハブ。 

EECa 

東部航空都市 

第３ターミナルの建設や航空機整備セン

ターの設立など。 

EECtp 

テックパーク 

バンチャン 

EECにおける先端技術イノベーションの

中心拠点を目指す。 

EECi 

イノベーション 

特別区 

①先端農業および食品、②バイオ燃料お

よびバイオ科学、③AIおよび自動化・ロ

ボットといった産業都市を開発する。 
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No. 重点産業特別区 対象重点産業 

24 Rojana Lamchabang - 

25 WHA Industrial Estate (Rayong) - 

26 EGCO Rayong Industrial Estate - 

産業クラスター 

1 Next-Generation Automotive Banpho - 

2 E-Commerce Bang Pakong - 
注釈： 重点産業の番号：①次世代自動車、②スマートエレクトロニクス、③メディカル&ウェルネス・ツーリズ

ム、④農業・バイオテクノロジー、⑤機能性食品、⑥ロボット工学、⑦医療ハブ、⑧航空・ロジスティクス、⑨

バイオ燃料・バイオ化学、⑩デジタル、（⑪国防、⑫教育） ※EEC ウェブサイトにて確認できなかったものは

「-」にて示す。 

出典： EEC ウェブサイト及び EEC Fact Sheet を基に日本工営作成 

 

2.2.3 EECにおける脱炭素の取組 

2021 年 1 月、タイ王国はバイオ・循環型・グリーン（BCG）経済を国家戦略に位置付けて

いる。これを受け、循環型・グリーンの観点から EEC では「産業分野のネットゼロカーボンエ

ミッションの地域」になることを目標とし、目標実現のために表 2.4 に示す計画を策定してい

る。 

 

表 2.4  産業分野のネットゼロカーボンエミッション地域のための計画 

項目 内容 

電気供給 

EEC委員会（2020年 3月）にて、EECのグリーンエネルギー計画が推奨さ

れた。 

・ フェーズ 1：太陽光発電 500MW+ 

・ フェーズ 2：総電力需要の 30%をグリーンエネルギーに 

廃棄物管理 
・ ラヨン県全廃棄物管理プロジェクト（ラヨンモデル） 

・ パタヤ市廃棄物発電プラントプロジェクト 

バンチャン 

スマートシティ開発 

・ 空間開発：EV交通、充電ステーションの整備支援 

・ バンチャンクリーンエネルギー：太陽光発電による 50MWの発電 

・ 投資のエコシステム：EV証明書のための規制サンドボックス、エネル

ギー供給のデジタルモニタリングプラットフォーム 

カーボンクレジット取引 

プラットフォームの整備 

・ EEC事務局、タイ工業連盟、TGO（温室効果ガス管理機構）との連携 

・ 2022年までに運用開始 

出典： EEC ワークショップ資料（2022/11/17）より日本工営作成 

 

2.3 本事業の実施体制 

本年度における都市間連携事業の実施体制は図 2.7 の通りとなっている。日本側より大

阪市をはじめ本邦企業が参加すると共に、現地 EEC側からは EEC事務局をはじめ本邦現

地企業等が参加した。関係者と適宜オンライン会議を実施し、密な連携を図り、本事業を実

施した。 
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出典：日本工営作成 

図 2.7  本事業の実施体制図 

本事業に参加した本邦民間企業の詳細を以下に示す。 

 

(1) 日本工営株式会社 

日本工営株式会社（以下、日本工営）は、本事業において、幹事企業として両都市の議

論や各種調整、支援を行うと共に、EECにおける JCM案件形成の支援を担当した。 

日本工営は世界各国に営業拠点を有しており、図 2.8 に示す通り、これまでインドネシア

国やベトナム国などの東南アジア諸国や中南米において数多くの都市間連携事業の実績

を有している。効果的な調査運営につき、他の都市間連携事業における取組等を適時参

考とし、都市間連携活動を効率的に実施した。また、本年度はCOVID-19の影響を踏まえ、

日本工営バンコク事務所を活用し、適宜、調査対応等を実施した。 

 

 
出典：日本工営作成 

図 2.8  日本工営による都市間連携実施例 

東部経済回廊(EEC)
開発政策委員会

議長

大阪市

市長

環境局

両都市による
包括的な協力

住友商事

大阪市関係企業によるEEC域内での
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(2) 大阪ガス株式会社 

大阪ガス株式会社（以下、大阪ガス）は、関西圏における天然ガスの供給事業者として、

ガスの採掘から輸送、精製から供給事業者としての小売り、ガスを燃料とした発電事業に至

るまでを担い、その活動範囲は広範にわたっている。大阪ガスは、既にタイ王国に進出、現

地法人を設立し、タイランド 4.0 において重点産業として位置付けられている「バイオ燃料・

バイオ化学」分野のバイオガス精製技術につき、事業展開を進めている。 

大阪ガスは、長年に亘る同社のガス供給およびガス関連事業へのノウハウを活かし、タイ

王国においてガスビジネスを展開している。大阪ガスの企業概要、組織図、及び同社タイ王

国現地法人（大阪ガスタイランド）の企業概要を表 2.5、図 2.9及び表 2.6に示す。 

 

表 2.5  大阪ガスの企業概要 

企業名 大阪ガス株式会社 

所在地 大阪市中央区平野町四丁目 1番 2号 

設立 1897年 4月 10日 

従業員数 5,392名（単体）、20,224名（連結） 

資本金 1,321億 6,666万円 

出典：大阪ガスウェブサイトより日本工営作成 

 

 
出典：大阪ガス資料 

図 2.9  大阪ガスタイランドを含めた東南アジア地域の組織図 

 

表 2.6  Osaka Gas Thailand社の企業概要 

企業名 大阪ガスタイランド（Osaka Gas (Thailand) Co., Ltd.） 

業務内容 産業用顧客へのユーティリティ（エネルギー）関連事業の実施 等 

所在地 
10F, Wave Place Building, 55 Wireless Road, 

Lumpini, Pathumwan, Bangkok 10330 Thailand 

設立 2013年 10月 

出典：大阪ガスタイランドウェブサイトより日本工営作成 
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(3) Toyota Daihatsu Engineering and Manufacturing CO., Ltd.（TDEM） 

Toyota Daihatsu Engineering and Manufacturing CO., Ltd.（以下、TDEM）は、トヨタ自動

車のタイ現地法人であると共に、同社におけるアジア地域の業務を統括する役割を担って

いる。TDEM社の企業概要を表 2.7に示す。 

 

表 2.7  TDEM社の企業概要 

企業名 

トヨタ ダイハツ エンジニアリング アンド マニュファクチャリング(株) 

TOYOTA DAIHATSU ENGINEERING & MANUFACTURING CO., LTD. 

(TDEM) 

業務内容 
新興国小型車商品・事業企画部は、新興国におけるトヨタブランド車のラインナ

ップや全体戦略の立案等、商品・事業全般に関する企画業務を行う。 

所在地 99 Moo 5, Ban-Ragad, Bang-Bo, Samutprakarn 10560 

出典：TDEM 社ウェブサイトより日本工営作成 

 

TDEM社は、EECにおいて電

気自動車（以下、EV）の普及や

ゼロエミッション燃料の調達等、

各種対応を進めている。 

トヨタ自動車では、パリ協定が

締結された 2015 年より「トヨタ環

境チャレンジ 2050」（図 2.10）を

進めている。具体的には、気候

変動、水不足、資源枯渇、生物

多様性の劣化といった地球環境

の問題に対し、クルマの持つマ

イナス要因を限りなくゼロに近づ

けると共にプラスをもたらすことを

目指して、新車 CO2 ゼロチャレ

ンジ等の取り組みを進めている。 

 

出典：トヨタ自動車株式会社 

図 2.10  「トヨタ環境チャレンジ 2050」イメージ図 

本年度は、TDEM社が EECにおけるパタヤ市で計画する EV車両の普及展開に向けた

活動において、JCM設備補助事業を検討、次年度における申請の準備を進めた。 

 

(4) 株式会社博報堂  

株式会社博報堂（以下、博報堂）は、日本を代表する広告代理店である。急激な開発が

行われている EEC において、都市における生活者の視点から脱炭素を支援することは重

要である。同社は、これまでスマートシティ開発において生活者発想の視点で様々なサー

ビスを提供している。昨年度後半より、本都市間連携に参加しており、本年度は EEC にお

けるスマートシティ開発への付加価値付与、JCM 事業創造に資する支援を実施した。企業

概要を表 2.8に示す。 
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表 2.8  博報堂の企業概要 

企業名 株式会社博報堂 

所在地 東京都港区赤坂 5丁目 3番 1号 赤坂 Biz タワー 

設立 1924年 2月 11日（創業 1895年 10月 6日） 

従業員数 3,812名（2021年 4月 1日現在・契約社員含む） 

資本金 358億 48百万円 

出典：博報堂ウェブサイトより日本工営作成 

 

(5) 住友商事株式会社 

住友商事株式会社（以下、住友商事）は、日本を代表する総合商社であり、タイにおいて

も様々な事業展開を行っており、EECの工業団地に電力供給している Amata B. Grim社へ

の出資や工業団地ビジネス等にも参加している。東南アジアにおけるスマートシティ開発事

業の実績を有しており、本年度は EEC が目指すスマートシティ開発に係る情報提供等を行

った。企業概要を表 2.9に示す。 

 

表 2.9  住友商事の企業概要 

企業名 住友商事株式会社 

所在地 東京都千代田区大手町二丁目 3番 2号 大手町プレイス イーストタワー 

設立 1919年 12月 24日 

従業員数 5,396*人（連結ベース 75,383人）* 海外支店・事務所従業員 153人を含む。 

資本金 2,199億円 

出典：住友商事ウェブサイトより日本工営作成 

 

(6) 株式会社兼松 KGK 

株式会社兼松ケージーケイ（以下、兼松 KGK）は、工作機械・産業機械等販売業務を中

心に活動する機械商社であり、環境に対する影響やリスクの低減に配慮して活動を実施す

ることにより、21 世紀の地球環境保護に貢献している。同社は、これまでベトナム、タイにお

いて、JCM 設備補助事業の実施実績を有している。本年度において、タイ・スパンブリ県に

て太陽光発電事業の JCM設備補助採択を受けている。企業概要を表 2.10に示す。 

 

表 2.10  兼松 KGKの企業概要 

企業名 株式会社兼松ケージーケイ 

所在地 東京都中央区京橋 1-7-2 ミュージアムタワー京橋 15階 

設立 1963年 5月 15日 

従業員数 477名（連結）282名（単体）2021年 7月 1日現在 

資本金 706,835千円 

出典：兼松 KGK ウェブサイトより日本工営作成 
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(7) 株式会社みずほ銀行 

株式会社みずほ銀行（以下、みずほ銀行）は、我が国における主要銀行の一つであり、

2018 年 3 月に企業の投資誘致に係る覚書を EEC と締結し、投資を検討する企業への情

報提供、サポートを進めている。EEC における同行の活動として、一般的な本邦企業への

銀行業務はもとより、タイ政府機関への各種申請がオンライン上で対応可能となるワンストッ

プサービス EEC-One Stop Service（以下、EEC-OSS）を 2019年 10月に開始している。この

ように、みずほ銀行では本邦企業の EEC 進出に向けた、先駆的な対応を進めており、本事

業への貢献が期待されている。 

COVID-19の影響もあり、本年度におけるみずほ銀行の活動は、現地での調整業務では

なく、EEC における市場動向等の調査支援や現地企業のトレンド等につき情報収集等とし

た。企業概要を表 2.11に示す。 

 

表 2.11  みずほ銀行の企業概要 

企業名 株式会社みずほ銀行 

所在地 東京都千代田区大手町 1丁目 5番 5号 

発足日 2013年 7月 1日 

従業員数 27,659人（2021年 3月 31日現在） 

資本金 1兆 4,040億円（2021年 3月 31日現在） 
出典：みずほ銀行ウェブサイトより日本工営作成 

 

(8) 東京センチュリー株式会社 

東京センチュリー株式会社（以下、東京センチュリー）は、金融・サービス企業向けのリー

ス事業等を国内外に展開している。また、JCMスキームにおいては、過去数年においてフィ

リピンやインドネシア、タイにおいて、JCM 設備補助事業を代表幹事企業として実施した実

績を有している。本事業では、タイ財閥であるサハグループ工業団地に対して、太陽光発

電以外の省エネ・再エネ設備導入等につき支援、協力した。企業概要を表 2.12に示す。 

 

表 2.12  東京センチュリーの企業概要 

企業名 東京センチュリー株式会社 

所在地 東京都千代田区神田練塀町 3 富士ソフトビル 

設立 1969年 7月 1日 

従業員数 917人（単体：2020年度）、7.438人（グループ：2020年度） 

資本金 81,129 百万円 

出典：東京センチュリーウェブサイトより日本工営作成 
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第 3 章 脱炭素社会実現のための都市間連携 

本都市間連携事業では、自治体間の交流である都市間連携と民間企業による JCM 案

件形成の 2 本柱で構成される。本年度における大阪市、EEC による脱炭素社会実現のた

めに行った都市間連携の活動を本章に示す。 

 

3.1 都市間連携の目的 

昨年度より始まった大阪・EEC両都市による都市間連携事業では、EECが高い関心を持

つスマートシティ開発等に係る情報交換や本邦企業の紹介等を行った。 

 

3.2 都市間連携の実施方策・実施結果 

本事業では、大阪市によるこれまでの都市間連携の知見等を活かし、タイ王国、とりわけ

EEC がパイロット事業地域として位置づけられている、タイランド 4.0 における支援の促進を

目指した。 

東南アジアにおいても指折りの経済発展を誇る EECに対して、様々な角度から連携を図

ることで、EEC の成長を鈍らせることなく、支援することが必要である。そのため、コロナ禍の

不自由な期間であっても、本事業を通して、表 3.1に示す方策を実施することとした。 

 

表 3.1  本年度の都市間連携における方策・実施結果（1/2） 

【方策 1】 

Team OSAKA ネット

ワークを活用した大阪

市内企業等の紹介 

EEC における工場や工業団地、スマートシティ等における各

種設備の脱炭素・低炭素ニーズに対し、Team OSAKA ネットワ

ーク参加企業をはじめとした本邦企業の保有する最適な技術を

紹介することにより、JCM案件形成の実現を支援する。 

【実施結果】 

EECが注力する分野（デジタル、スマートファクトリー、スマート

シティ）等に知見や実績を有する本邦企業を選定、ワークショッ

プやビジネスマッチングへの参加を実施した。 

【方策 2】 

環境施策に係るノウハ

ウの共有 

EEC グリーンプランの実現に資すると共に、ノウハウを提供す

る。とりわけ、EEC が高い関心を有している気候変動に係る大阪

市の活動（大阪市地球温暖化対策実行計画、「大阪ブルー・オ

ーシャン・ビジョン」推進事業等）や廃棄物関連活動、その他大

阪市が有する環境施策に係る知見を共有する。 

【実施結果】 

EECとの会議やワークショップにおいて、大阪市が実施した公

害対策の実績や環境局が有する知見や実績（おおさかスマート

エネルギープラン、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）等）

の実績を紹介している。 
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表 3.1  本年度の都市間連携における方策・実施結果（2/2） 

【方策 3】 

タイ版脱炭素ドミノを実

現するための都市間連

携協議の実施 

我が国が推奨している「脱炭素ドミノ」を、経済的にも技術普

及度も高いタイにおいて実施する。具体的には、大阪市が有す

る地球温暖化対策実行計画のノウハウを EEC（3県）に共有する

ことで効果を説明する。 

【実施結果】 

EEC との会議やワークショップにおいて、大阪市・地球温暖化

対策実行計画（区域施策編）等）の策定実績を紹介すると共に、

我が国に進めている脱炭素ドミノのメカニズムを紹介。次年度以

降において、EEC内の 3県等への展開を提案した。 

【方策 4】 

EECにおける持続可

能な地域経済発展に

向けた SDGs事業創

発支援 

EEC では様々なビジネスの創出がなされ、一部企業では

SDGsへの関心も高い。ESGの観点から融資検討や事業評価を

進める取り組みも確認している。必要に応じ、日本工営の「SDGs

事業創発サポート」を活用し、EEC 域内企業への SDGs 事業創

生支援を行う。 

【実施結果】 

日本工営が日本国内で実証を進めている地方自治体向け

SDGs評価ツール「TSUMUGI」の概要を EEC とのワークショップ

において紹介した。 

出典：日本工営作成 

 

3.2.1 脱炭素ドミノの紹介、並びにタイ版脱炭素ドミノの実施意義の説明 

我が国では、2050 年までのカーボンニュートラル実現に向け、2030 年までの 10 年間が

重要な時期であると位置づけている。そして、2030 年までに国内各地域にて再エネ倍増に

向けた取組などにより、地域にて次々と脱炭素を実現していく脱炭素ドミノを生み出すことを

推奨している。 

このような取り組みは、COP26 において 2050 年カーボンニュートラル、2065 年ネットゼロ

エミッション達成を宣言したタイにおいて、十分役立つものである。そのため、EEC との会議

等において図 3.1を用いて、脱炭素ドミノの取り組みを紹介した。 
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出典：環境省資料 

図 3.1  脱炭素ドミノのメカニズム 

 

本年度の活動では、タイ側への情報提供に留めたため、次年度以降に EEC内の 3県等

に情報共有を図ると共に、関心を示す組織に対して具体的な支援（タイ版脱炭素ドミノ）を

図る。 

 

3.2.2 持続可能な地域経済発展に向けた SDGs事業創発支援 

日本工営は、SDGs が社会においてより活用されるため、地方自治体による SDGs への

取組を可視化するアプリケーション”TSUMUGI”を独自に開発している。SDGs評価ツール”

TSUMUGI”による分析結果例を図 3.2に示す。 

本年度は、国内地方自治体での実証段階であったため、EEC 関係者へ情報提供を行う

までで留めたが、次年度より EEC事務局、もしくは EEC内の 3県関係者へアプリケーション

を紹介し、SDGsに係る事業創発支援を行う予定である。 
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出典：日本工営作成 

図 3.2  SDGs評価ツール”TSUMUGI”による分析結果例 

 

3.2.3 スマートシティ開発への付加価値創造支援 

EECでは、様々な事業が進められているが、スマートシティ開発は目玉事業の一つとなっ

ている。昨年度後半における本都市間連携でのワークショップにおいて、博報堂を招き、同

社がベトナム・北ハノイで進めているスマートシティ開発に係る取り組みを説明依頼した。こ

れに対し、EEC関係者並びに都市間連携関係者からの関心を得ることとなった。 

そのため、本年度の都市間連携において、博報堂関係者とスマートシティ開発への付加

価値創造につき、意見交換を行った。 

スマートシティ開発に限定されることなく、脱炭素社会の実現に向けても応用できるものと

して、付加価値創造を意識することが重要である点を認識した。以下にスマート開発事業等

において付加価値を創造する際に配慮する点を整理した。 

 

(1) 生活者発想から物事をとらえる 

スマートシティ等の開発では、利便性等の追求が優先されるあまり、最新技術の導入や

駆使が目立ち、テクノロジードリブンな開発が主導することが考えられる。 

しかしながら、開発と共存する生活者を中心とすることこそが、長く、利用される開発であ

ると考えられる。今後、EEC に広がる様々なスマートシティ開発等において、このような点を

考慮しておくことが重要である。 
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(2) 生活課題からあるべき形をみいだす 

エネルギーや医療、コミュニティ、教育、文化といった様々な生活環境における課題を踏

まえ、その在るべき姿や形を検討する。これにより、本当に必要なもの、重要なものが把握

できる。 

 

(3) 課題や問題に対して俯瞰でとらえる 

現在のコロナ禍の状況を踏まえ、コロナ収束後（アフターコロナ）のグリーンリカバリーを想

定することが重要である。コロナによる経済の衰退等といった眼前の問題に対して、まず対

処療法を取りがちである。しかしながら、俯瞰で問題や課題をとらえ、既存のシステムを再構

築（リデザイン）すること等が必要である。 

 

3.3 都市間連携の実施内容 

都市間連携を推進するために、大阪市及び EECでの意見交換、知見共有、関係機関及

び関連企業の協議の場をセッティングし、必要に応じて大阪市及び EEC との会議を開催し

た。また、進捗管理及び課題・成果報告のために環境省との会議を実施した。 

さらに、対外的に本事業の取組及び成果、都市間連携事業及び JCM事業を広く周知す

るため、セミナー等での発表を行った。これらの協議・会議においては、都市間連携に限ら

ず JCM事業も議題とした。都市間連携の実施内容を表 3.2及び 3.3.1～3.3.6に示す。 

 

表 3.2  都市間連携に係る取組み（1/2） 

実施時期 活動内容 概要 

2021年 9月 21日 
環境省とのキック

オフ会議 

実施内容の確認（MOU締結、ワークショップ、JCM案

件形成） 

2021年 9月 27日 
ウェビナーでの発

表 

環境省、GEC、タイ王国天然資源環境省及びタイ温室

効果ガス管理機構（TGO）主催の「タイにおける二国間

クレジット制度の実施に関するウェビナー ～JCMを活

用したカーボンニュートラル実現に向けたイノベーショ

ン～」にて本事業について発表 

発表資料については、添付 1に掲載した。 

2021年 11月 17日 
EEC とのオンライ

ンワークショップ 

・大阪市の取組紹介（温対計画、SDGs） 

・日本企業の取組紹介（スマートシティ、デジタル技術） 

発表資料については、添付 2に掲載した。 

2021年 12月 27日 
環境省への中間

報告 

・進捗の報告（11月ワークショップ開催、MOU タイ内

閣で承認中、JCM関連企業の事業状況をウォッチ） 

・次年度以降（新たな 3か年計画）の活動案の説明 

2022年 2月 24日 

大阪市・EECによ

る覚書（MOU）の

締結 

・大阪市長、EEC事務局長の挨拶、署名（オンライン

実施） 

・大阪市、EEC、日本工営、JCM関連企業の発表 

発表資料については、添付 3に掲載した。 
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表 3.2  都市間連携に係る取組み（2/2） 

実施時期 活動内容 概要 

2022年 3月 4日 
環境省への最終

報告 

・成果の報告（ワークショップ、MOU締結、ビジネスマ

ッチング） 

・課題の整理（コロナの影響による JCM事業案件化の

遅れ） 

・次年度以降（新たな 3か年計画）の活動の新規性を

説明 

2022年 3月 4日 
ビジネスマッチン

グ 

・DEPA及び NSTDAのスマートシティ及びスマートフ

ァクトリーに係る取組の発表 

・BCG経済への貢献に資する日本企業の紹介 

発表資料については、添付 4に掲載した。 

2022年 3月 9日、10

日 

フォーラムでの活

動紹介 

環境省主催の「第２回脱炭素都市国際フォーラム」に

て本事業紹介資料を掲載 

発表資料については、添付 5に掲載した。 

適宜 

大阪市、EEC、

JCM関連企業と

の協議 

都市間連携（JCM事業含む）に関する協議を以下の

通り実施 

- 9/14, 22（博報堂）：スマートシティ開発の付加価値創

造支援について 

- 9/9（大阪市）：ワークショップについて 

- 9/27（大阪市、ソフトバンク）：ワークショップについて 

- 10/14（大阪市）：ワークショップについて 

- 10/15（大阪市、EEC）：ワークショップについて 

- 10/15（大阪市、阪急阪神不動産）：ワークショップに

ついて 

- 10/22（みずほ銀行）：EECの経済動向、スマートシテ

ィ、投融資のトレンドの情報収集調査について 

- 10/26（大阪ガス）：JCM案件形成について 

- 11/15（大阪市、EEC）：ワークショップ、ビジネスマッチ

ングについて 

- 12/15（EEC）：ビジネスマッチングについて 

- 12/23（TDEM）：JCM事業について 

- 1/5, 12, 14（大阪市、EEC）：MOUについて 

- 1/5、31（EEC）：ビジネスマッチングについて 

 
出典：日本工営作成 
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3.3.1 環境省とのキックオフ会議 

環境省とのキックオフ会議について主な内容を以下に示す。また、会議資料を図 3.3 に

示す。 

 

日時： 2021年 9月 21日（火） 13:00～14:00 

場所： オンライン会議（Webex） 

参加者： 環境省 地球環境局：2名 

大阪市 環境局：3名 

日本工営 環境技術部：5名 

目的： 今年度の活動概要を環境省に説明するため。 

概要： キックオフ会議では、大阪市と共に本事業の概要及び実施体制の説明

を行った。本年度は、大阪市と EECの協議やワークショップを通じて、大阪

市の環境施策に係るノウハウを共有することで、タイにおける脱炭素ドミノ

の実現を目指す。また、大阪市と EEC の安定的な関係構築のため、MOU

締結に向けた準備を進めている旨を説明した。JCM 案件形成について

は、本年度の候補案件である TDEM、大阪ガス、東京センチュリーの案件

概要を説明した。 

これに対し環境省からは、MOU の締結により、大阪市と EEC の都市間

連携が深まり、EEC 域内における工業団地やスマートシティ等で脱炭素ド

ミノが加速することを期待する旨のコメントを得た。 

 

  

発表資料（抜粋） 発表資料（抜粋） 

図 3.3  環境省キックオフ会議資料 

出典：日本工営作成 
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3.3.2 EEC とのオンラインワークショップ 

オンラインワークショップについて主な内容を以下に示す。また、当日の様子を図 3.4 に

示す。 

 

日時： 2021年 11月 17日（水）15:00～16:30 

場所： Zoom会議（大阪市会場：天王寺貸会議室リンク大阪） 

参加者： 合計：42名 

タイ側（30 名）：  EEC、DEPA、 IEAT、FTI、関連自治体、PTT、Thai 

Industrial Estate And Strategic Partner Association 

日本側（12 名）： 環境省、大阪市、ソフトバンク、阪急阪神不動産、日本工

営 

注）DEPA（Digital Economy Promotion Agency）、IEAT（Industrial Estate Authority of Thailand）、FTI

（Federation of Thai Industries）、PTT（PTT Public Company Limited） 

目的： 脱炭素及び SDGs に関する大阪市及び日本の企業の取組事例を EEC と

共有するため。 

概要： 大阪市環境局堀井理事から、大阪市及び日本企業の取組が EEC 及び

タイ全体の脱炭素社会実現に貢献することへの期待が述べられた。また、

EEC 事務局カニット事務局長からは、EEC における BCG 経済の実現に向

けた日本への期待が述べられた。大阪市の取組として、大阪市地球温暖化

対策実行計画の取組、「2050 年ゼロカーボンおおさか」のコンセプト及び関

連する SDGs の取組を紹介した。日本の企業の取組としては、阪急阪神不

動産が実施する大阪駅周辺の都市開発である「うめきた 2 期」における、環

境配慮に係る取組・技術、また、ソフトバンクが保有するデジタル技術を用

いたスマートシティ、カーボンニュートラルへの取組事例を紹介した。プログ

ラムは以下の通り。 

 
 

項目 発表者 

開会の挨拶 大阪市環境局 

開会の挨拶（ビデオレター） EEC事務局 

開会の挨拶 環境省地球環境局 

大阪市の脱炭素政策 大阪市環境局 

フォトセッション（Zoom画面上） － 

これまでの EEC・大阪都市間連携の実績紹介 日本工営 

EECにおける BCG経済モデルの実現 EEC 事務局 

うめきた 2期のまちづくりコンセプトや導入検討技術等の紹介 阪急阪神不動産 

5G をベースとしたスマートシティ等に関する技術の紹介 ソフトバンク 

閉会の挨拶 大阪市環境局 
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大阪市会場の様子 開会の挨拶（大阪市環境局 堀井理事） 

  

開会の挨拶（EEC事務局 カニット事務局長） 開会の挨拶（環境省地球環境局） 

  

大阪市環境局の発表 阪急阪神不動産の発表 

 

 

閉会の挨拶（大阪市環境局）  

出典：日本工営作成 

図 3.4  大阪・EECオンラインワークショップの様子 
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3.3.3 環境省への中間報告会 

環境省への中間報告会について主な内容を以下に示す。また、会議資料を図 3.5 に示

す。 

 

日時： 2021年 12月 27日（月） 

場所： オンライン会議（Webex） 

参加者： 環境省 地球環境局：2名 

ベトナム大使館：1名 

大阪市 環境局：3名 

日本工営 環境技術部：5名 

目的： 本年度の都市間連携に係る各種活動進捗を環境省に報告するため。 

概要： 大阪市と共に、本事業の案件概要、本年度の進捗及び次年度以降の 3

カ年計画について環境省に報告した。 

2021 年 12 月までの進捗として、Team OSAKA ネットワークを活用した

大阪市内企業等を紹介し、スマートシティ開発に係る知見共有を行ったほ

か、大阪市の環境政策に係る知見共有を行った旨を報告した。また、JCM

案件形成の進捗を報告した。 

加えて、本案件は 3 年目の案件であるため、次年度以降の 3 カ年計画

として、EEC が目指す BCG 経済の実現に向けて、大阪市による更なる知

見共有や、JCM 事業の相乗効果の創出支援を計画していること等を説明

した。 

これに対し環境省からは、多様なソリューションの提供ができる本案件の

強みを活用し、更なる展開を期待しているとのコメントを得た。 

 

  

発表資料（抜粋） 発表資料（抜粋） 

出典：日本工営作成 

図 3.5  環境省中間報告会資料 
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3.3.4 大阪市・EECによる覚書（MOU）の締結 

2019 年より大阪市と EEC は、タイランド 4.0 実現に向けた脱炭素社会形成のために、ワ

ークショップやセミナーの開催を通じ知見の共有、意見交換、協議を実施し、友好的且つ協

力的な関係を構築してきた。今般、両都市間の連携強化及び EEC の脱炭素実現のために

MOUを締結した。MOUの主な内容（日本語仮訳）は以下の通り。 

 

1. EEC における脱炭素都市形成に向けて両者は以下の点について友好的に協力する

よう努める。 

(1) 環境保全・エネルギー政策を支える基準・システムに関する情報共有 

(2) 脱炭素都市形成に向けたプロジェクトの創出 

(3) サーキュラー・エコノミー及び再生可能エネルギーに関する施策等についての情

報共有・プロジェクトの推進 

(4) その他環境保全にかかるプロジェクトの推進 

2. EECにおける脱炭素都市形成に向けて、両者は年に 1回の継続的な政策対話を開催

するように合理的な努力を行う。 

 

MOUの締結式について主な内容を以下に示す。また、当日の様子を図 3.6に示す。 

 

日時： 2022年 2月 24日（木）16:00～17:00 

場所： Zoom会議（大阪市会場：大阪市本庁舎） 

参加者： 合計：32名 

タイ側（14 名）： EEC、タイ王国大使館、在大阪 タイ国総領事館、外務省

（東アジア部、国際経済部）、NSTDA、TGO、FTI 

日本側（18 名）： 大阪市、環境省、在タイ日本国大使館、JETRO、JICA、

大阪商工会議所、TDEM、日本工営 

注）NSTDA (Thailand National Science and Technology Development Agency), TGO (Thailand 

Greenhouse Gas Management Organization), FTI (Federation of Thai Industries) 

目的： 関係者へのMOU締結の報告、署名するため。 

内容： 大阪市松井市長からは、大阪・関西の企業、日本の商都である大阪市、

そしてバイオ、循環型、グリーン等を中心に様々な経済成長、拡大を進め

ている EEC 地域が深く連携することへの期待が述べられた。また、EEC 事

務局のカニット事務局長からは、バイオ・循環型・グリーン経済に限らず大

阪市との協力関係を拡大することへの期待が述べられた。MOU は、参加

者の見守る中、両者によって同時に署名された。署名終了後、両都市から

脱炭素に向けた取り組みについて発表があり、日本工営からは都市間連

携の概要、TDEM からはカーボンニュートラル・プロジェクトの実績につい

て発表があった。プログラムは以下の通り。 
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項目 発表者 

開会スピーチ 大阪市市長 

開会スピーチ EEC事務局長 

MOU署名・記念写真 － 

カーボンニュートラルへ向けた大阪市の取組 大阪市環境局 

BCGモデル推進に向けた EECの取組 EEC事務局 

本都市間連携を通じた JCM案件形成の進捗 日本工営 

JCMの実績紹介 TDEM 

閉会の挨拶 大阪市環境局 

 

  

大阪市会場の様子 MOU署名の様子 

  

記念写真 オンライン参加者との記念写真-1 

 

 

オンライン参加者との記念写真-2  

出典：日本工営作成 

図 3.6  MOU締結式の様子 
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3.3.5 ビジネスマッチングの実施 

ビジネスマッチングの主な内容を以下に示す。また、当日の様子を図 3.7に示す。 

 

日時： 2022年 3月 4日（金）16:00～18:00 

場所： オンライン会議（Zoom） 

参加者： 合計：46名 

タイ側： EEC、DEPA（デジタル経済振興庁）、NSTDA（国立科学技術開

発庁） 等 

日本側： 大阪市、ソフトバンク、住友商事、東京センチュリー、日本工営 

等 

目的： 日本企業に EEC への投資機会を提供し、EEC におけるデジタル、エネル

ギー、スマートシティ分野での BCGモデルの推進を図るため。 

概要： MOU 締結後初のイベントとしてビジネスマッチングを開催し、大阪市環

境局の井原部長、EEC のペイト副事務局長より今後の脱炭素化の推進に

向けた両都市間の連携への期待が寄せられた。 

ビジネスマッチングでは、まず大阪市より脱炭素の取組み及び、日本工

営より本都市間連携事業の説明を実施した。また、EEC 側の投資ニーズと

して、DEPAよりスマートシティ分野、NSTDAよりスマートファクトリー分野に

係るニーズ紹介の後、日本企業の技術紹介として、ソフトバンクのデジタル

トランスフォーメーション技術、住友商事のスマートシティに関する実績、東

京センチュリーの JCM案件形成実績の説明を行った。プログラムは以下の

通り。 
 

項目 発表者 

開会挨拶 大阪市環境局部長 

開会挨拶 EEC副事務局長 

フォトセッション — 

カーボンニュートラルへ向けた大阪市の取組 大阪市環境局 

都市間連携の概要 日本工営 

タイにおけるスマートシティ開発 DEPA 

タイにおけるスマートファクトリーの現状及びサス

ティナブルマニュファクチャリングセクター 
NSTDA 

デジタルトランスフォーメーションの実績 ソフトバンク 

スマートシティの実績 住友商事 

JCMの実績 東京センチュリー 

閉会挨拶 司会（日本工営） 
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集合写-1 集合写-2 

 
 

大阪市の挨拶 EECの挨拶 

  

大阪市の発表 日本工営の発表 

  

DEPAの発表 NSTDAの発表 
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ソフトバンクの発表 住友商事の発表 

 

 

東京センチュリーの発表  

出典：日本工営作成 

図 3.7  ビジネスマッチングの様子 
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3.3.6 環境省への最終報告会 

環境省への最終報告会の主な内容を以下に示す。また、会議資料を図 3.8に示す。 

 

日時： 2022年 3月 4日（金） 13:00～14:00 

場所： オンライン会議（Webex） 

参加者： 環境省 地球環境局：2名 

大阪市 環境局：2名 

日本工営 環境技術部：5名 

目的： 本年度の都市間連携に係る各種活動の報告及び次年度以降の 3 カ年計

画を環境省に説明するため。 

概要： 本年度の都市間連携事業の活動実績を説明すると共に、次年度以降

の活動計画について報告した。 

本年度の都市間連携の主な成果の一つとして、大阪市と EEC 間で

MOUが締結され、安定した関係構築が実現したことを報告し、今後も脱炭

素化の推進に向け、更なる連携強化を図る意向を説明した。本都市間連

携では、既に本年度のビジネスマッチングにおいてDEPAやNSTDAの参

加を得ており、デジタル経済の発展を目指すタイランド 4.0 の方針に基づ

いて、今後更にスマートシティやスマートファクトリー分野における活動の展

開を検討する旨を説明した。次年度以降、EEC 域内の 3 県や工業団地に

対して脱炭素ドミノの実現に向けたアプローチを検討予定である。 

環境省より次年度以降の活動について、特にデジタルや DX 分野に関

する活動の推進を期待するとのコメントを得た。さらに、脱炭素ドミノの推進

に係り、日本の脱炭素先行 100地域モデルに倣い、タイにおいても企業群

や街区レベルで脱炭素に向けた活動実施を期待する旨のコメントを得た。 

 

  

発表資料（抜粋） 発表資料（抜粋） 

出典：日本工営作成 

図 3.8  環境省最終報告会資料 
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第 4 章 JCM案件形成調査 

本都市間連携事業では、自治体間の交流である都市間連携と民間企業による JCM 案

件形成の 2本柱で構成される。本年度における本邦民間企業による JCM案件形成の実施

状況を本章に示す。 

 

4.1 メタネーション導入を想定した燃料転換事業 

4.1.1 調査概要 

大阪ガスはタイ国における将来の脱炭素への貢献を想定し、石炭および液化石油ガス

（Liquefied Petroleum Gas：以下、LPG）等を利用する工場の都市ガス化を実施し、短期的に

は LNG 普及による燃料転換を促すことが可能になる。これにより、図 4.1 に示す通り、既存

の都市ガスインフラを有効活用し、再エネ電力と CO2 から高効率でカーボンニュートラルな

ガスを製造（メタネーション4）し、その普及を進めることで、更なる脱炭素の実現を目指すこ

とができる。 

 

 

出典：大阪ガスウェブサイト情報「都市ガスの脱炭素化に貢献」を参考に日本工営作成。 

https://www.osakagas.co.jp/company/press/pr2021/__icsFiles/afieldfile/2021/01/25/210125_2_1.pdf 

図 4.1  既存インフラへの LNG転換事業の概要  

 

メタネーション技術は、今後、2030年以降に広く普及が期待される脱炭素技術である。当

該技術を導入することによるコベネフィット効果として、以下が挙げられる。 

  

 
4 メタネーション（メタン化）とは、水素化によって一酸化炭素と二酸化炭素をメタンに変換すること。 

水をCO2と共に電気分解 都市ガス主成分のメタンを製造

メタネーションプロセス

JCM申請対象

※メタネーションとは、CO2と水
素から都市ガスの主成分とな
るメタンをつくる技術のこと。
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1) 脱炭素化に貢献する技術 

大阪ガスでは、都市ガス原料の低炭素化・脱炭素化にチャレンジするべく、メタネーシ

ョン関連技術のイノベーションに取り組んでいる。当該技術によって生成されたメタンを都

市ガスの主成分として利用できれば、既存の都市ガスインフラや需要家側設備を活用

し、社会コストを削減しながら都市ガス自体を脱炭素化することができる。 

2) 既存インフラの有効活用 

昨今、将来的な普及が期待される水素技術は、社会実装するためのインフラ開発（水

素ステーションの設置等）が求められ、面展開するにはある程度のリードタイムが必要で

ある。それに対し、メタネーション事業は、主要プラントの社会実装の目途が立てば、既存

インフラを活用（但し、ノズルなど最低限の機器変更が必要）することで、その移行が可能

となる。 

3) メタネーションの国内外展開 

大阪ガスはメタネーション技術を 2030 年までに実用化させ、国内外への展開を目指し

ている。同技術につき、高効率で生成する独自技術の開発にも取り組んでおり、これらの

活用等の社会実装、普及を図ることで、国際的な関心の高い脱炭素（2050 年カーボンニ

ュートラル達成）に貢献する。 

 

4.1.2 JCM設備補助事業の実施 

大阪ガスは、上記メタネーション等の先進的な技術導入を視野に入れ、タイにおける

様々な燃料事業を進めている。 

そして、本年度において「衣料品製造工場への高効率貫流ボイラの導入」事業を JCM設

備補助事業として、採択を受けている。図 4.2にその実施体制の詳細を示す。 

 

 
出典：GEC 公表情報を基に日本工営作成 

図 4.2  既採択 JCM設備補助案件に係る国際コンソーシアム体制図案 

  

代表事業者

大阪ガス

▶ JCM設備補助事業の管理、事業の統括
▶ モニタリング結果の報告

共同事業者：

OSAKA GAS 

(THAILAND) CO., LTD.

納品、設置等

JCM事業に係る協力

日本・環境省

発注

補助金拠出
クレジットの発行

補助金申請、報告
モニタリング結果の報告

国際コンソーシアム

ボイラ業者共同事業者：

Parfun Textile Co., Ltd.
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上記 JCM 案件は、タイ顧客（Parfun Textile Co., Ltd.）に対して、高効率貫流ボイラ（ボイ

ラ効率 98％）を設置することで、省エネルギーを図ると共に、石炭から天然ガスへの燃料転

換を行うことで、GHG排出量を削減する。なお、ボイラ交換前は水管ボイラを使用。 

 

4.1.3 GHG排出削減量の算定 

本 JCM設備補助案件では、既存の水管ボイラから貫流ボイラへの変更により、燃料転換

が実現し、GHG 排出削減量が実現する。貫流ボイラの導入につき、タイでは既に以下の

JCM方法論が承認されている。 

 

 承認方法論 

TH_AM010 : Energy Saving by Introduction of High Efficiency Once-through Boiler and 

Installation of Economizer into Existing Boiler, Version 01.0 

 

 リファレンス排出量の算定式 

 

REp : Reference emissions during the period p [tCO2/p] 

FCp,i,j,PJ(OT) : The amount of fuel consumption of project boiler (OT) i for the fuel type j during 

the period p [mass or volume unit/p] 

NCVi,j,PJ(OT) : Net calorific value of fuel used by project boiler (OT) i for the fuel type j 

[GJ/mass or volume unit] 

ηi,PJ(OT) : Efficiency of project boiler (OT) i [-] 

ηRE(OT) : Efficiency of reference boiler (OT) [-] 

EFRE(OT) : CO2 emission factor of fuel used by reference boiler (OT) [tCO2/GJ] 

FCp,i,j,PJ(EC) : The amount of fuel consumption of project boiler (EC) i for the fuel type j during 

the period p [mass or volume unit/p] 

NCVi,j,PJ(EC) : Net calorific value of fuel used by project boiler (EC) i for the fuel type j 

[GJ/mass or volume unit] 

EFj,RE(EC) : CO2 emission factor of fuel used by reference boiler (EC) for the fuel type j 

[tCO2/GJ] 

ηi,PJ(EC) : Efficiency of project boiler (EC) i [-] 

ηi,RE(EC) : Efficiency of reference boiler (EC) i [-] 
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 プロジェクト排出量の算定式 

 

PEp : Project emissions during the period p [tCO2/p] 

FCp,i,j,PJ(OT) : The amount of fuel consumption of project boiler (OT) i for the fuel type j during the 

period p [mass or volume unit] 

NCVi,j,PJ(OT) : Net calorific value of fuel used by project boiler (OT) i for the fuel type j [GJ/mass 

or volume unit] 

EFi,j,PJ(OT) : CO2 emission factor of fuel used by project boiler (OT) i for the fuel type j [tCO2/GJ] 

FCp,i,j,PJ(EC) : The amount of fuel consumption of project boiler (EC) i for the fuel type j during the 

period p [mass or volume unit] 

NCVi,j,PJ(EC) : Net calorific value of fuel used by project boiler (EC) i for the fuel type j [GJ/mass 

or volume unit] 

EFi,j,PJ(EC) : CO2 emission factor of fuel used by project boiler (EC) i for the fuel type j [tCO2/GJ] 

 

上式を基に本 JCM設備補助事業の GHG排出削減効果を算定した結果が以下の通りと

なる。 

 

GHG排出削減量（2,665 [tCO2/年]） 

＝ リファレンス CO2排出量（7,837 [tCO2/年]）  

－ プロジェクト CO2排出量（5,172 [tCO2/年]） 

リファレンス排出量 

＝ リファレンスボイラの燃料消費量 × リファレンス燃料の CO2排出係数  

＋ リファレンスボイラの電力消費量 × 電力グリッド排出係数 

プロジェクト排出量 

＝ プロジェクトボイラの燃料消費量 × プロジェクト燃料の CO2排出係数  

＋ プロジェクトボイラの電力消費量 × 電力グリッド排出係数 

 

大阪ガスが実施した産業分野における燃料転換プロジェクトは、今後、タイ国内において

広く普及されるものと考えられる。そのため、次年度以降も当該事業への支援を本都市間

連携で継続する予定である。 
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4.2 パタヤ市における EV普及事業 

4.2.1 調査概要 

TDEM 社では、EEC におけるカーボンニュートラルを目指すと共に、同社親会社であるト

ヨタ自動車のトヨタ環境チャレンジ 2050 の達成に向け、EEC 内のパタヤ市において EV の

試験導入に係るMOU を 2020年に締結している。 

具体的には、パタヤ市におけるスマートシティ計画の一環として、同市の公共交通機関

（乗り合いタクシー：ソンテウ）に EV を導入する。そして、EV 購入に係り、JCM 設備補助事

業の適用を検討し、各種調査を実施している。 

これに対し、COVID-19 の影響を受け、タイへの外国人観光客の数は激減、国内でも有

数の観光地の一つであるパタヤ市も一時的に収益減少の現状となっている。 

以上より、昨年度より検討している当該事業は、現地での経済状況の回復等を待って、

具体的な検討を行うこととなっている。 

 

4.2.2 事業性評価 

パタヤ市に導入を予定する車両は EV を想定している。EV の購入は同市で公共交通機

関のライセンスを得て、運行する事業者を想定している。企業であることをもあれば、個人で

あることも想定され、JCM 設備補助事業としての範囲を特定すること、事業開始後の MRV

対応を想定した場合の国際コンソーシアムの体制構築が重要と判断される。なお、EV へ電

力を供給する充電ステーションは、タイ側組織が設置するということで同意を得ている。 

これら了解事項は、2020 年 12 月に交わされたパタヤ市との調印式の MOU の中で明示

されている。パタヤ市との調印式の風景を図 4.3に示す。 

 

 
出典：バンコクポストウェブサイト（2020 年 12 月 23 日） 

https://www.bangkokpost.com/thailand/pr/2040035/pattaya-city-together-with-toyota-and-osaka-gas-lays-the-foundation-

for-decarbonized-sustainable-city 

図 4.3  パタヤ市との調印式の風景 
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2021年 10月に公表されたタイにおける長期低排出発展戦略（長期戦略）では、EV車両

の導入が明示されている。そのため、乗用車に限らず、公共交通への普及も期待される。

世界的な規模で事業展開しているトヨタ自動車による EV 事業の展開は、タイにおいて大き

なインパクトを与えるものと期待される。そのため、次年度以降も、同事業への支援を本都

市間連携で継続する予定である。 

 

4.2.3 JCM設備補助事業の実施 

本案件における国際コンソーシアムの構築に係り、これまでの計画通り、EV オーナーの

取り扱いを以て、国際コンソーシアムの設立を検討する。タイでは、公共交通機関に属する

車両オーナーは必ずしも企業という訳ではなく、個人タクシーのような 1 車両につき 1 オー

ナーとなることも少なくない。数百台を導入する事業において、その点をどのように管理する

かが重要であり、今後、現地関係者との協議等が必要になると考えている。現在想定してい

る国際コンソーシアム体制図を図 4.4に示す。 

 

 
出典：日本工営作成 

図 4.4  EV導入事業に係る国際コンソーシアム体制図案 

 

4.2.4 GHG排出削減量の算定 

2022年2月現在、EVシステム用の JCM手法はまだ開発されていない。そのため、今後、

本事業に適した手法の開発が望まれる。パタヤ市の公共交通機関（ソンテウ）の現状は、ピ

ックアップトラックが主流であり、その多くはディーゼル油を燃料としている。EV 導入に係る

JCM事業のイメージを図 4.5に示す。 

代表事業者
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▶ 現地機器導入管理監督、進捗管理
▶ モニタリングの実施
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出典：日本工営作成 

図 4.5  EV導入に係る JCM事業のイメージ 

 

近年、EV をはじめハイブリッド車両等、ガソリンやディーゼルを燃料とする車輛に代わる

ものが多く開発、普及している。完全に電気のみで走る車両もあれば、他の動力源と組み

合わせて走る車両等さまざまである。これらの車両を総称して xEV と呼ばれ、パリ協定や

2050 年カーボンニュートラル実現に向けた GHG 排出削減ツールとして期待されている。

xEVの概要を図 4.6に示す。 

 

 

出典：資源エネルギー庁 「電気自動車（EV）」だけじゃない？「xEV」で自動車の新時代を考える 

図 4.6  xEVの概要 

 

EVを JCMに適用する際、Well to Wheel、Tank to Wheelの考えを検討する必要がある。

Well to Wheel は、自動車車両の燃料調達から走行までの一連の環境負荷を表現している。

これに対し、Tank to Wheel は車の燃料タンクから車輪に至るまでの負荷となる。これらの関

係を図 4.7に示す。 

 

G
H

G
 

e
m

is
s
io

n

In
it
ia

l 
c
o
s
t

Current Situation
With JCM

(= Project scenario)

In
it
ia

l 
c
o

s
t

Without JCM
(= Reference scenario)

G
H

G
 e

m
is

s
io

n

G
H

G
 e

m
is

s
io

n

In
it
ia

l 
c
o
s
t

Financial 

support

Existing situation

GHG reduction
(JCM credits)

EV typeDiesel type, new



令和 3年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務 

タイランド 4.0実現に向けた脱炭素社会形成支援業務 

 

40 

 

出典：資源エネルギー庁 「電気自動車（EV）」だけじゃない？「xEV」で自動車の新時代を考える 

図 4.7  Well/Tank to Wheelの考え方 

 

2022 年 2 月末現在、JCM スキームにおいて EV に係る方法論は開発されていない。そ

のため、過年度の JCM 案件形成調査で検討した EV プロジェクトの方法論5を参考として、

以下に示す。 

 

 リファレンス排出量 

 

  

 

5 平成 26年度 JCM実現可能性調査 タクシー用途での電気自動車利用促進事業 

   = ( SFCi x NCVRF,i x EFRF,i x DDi,p x NRF,i,p )

REy : Total reference emissions in year y [tCO2/year]

SFCi : Specific fuel consumption of reference vehicle category i [l/km]

NCVRF,i : Net calorific value of fossil fuel consumed by reference vehicle category i [(MJ/l]

EFRF,i : Emission factor of fossil fuel consumed by reference vehicle category i [tCO2/MJ] 

DDi,y : Annual average distance travelled by project vehicle category i in the year p  [km/y]

NRF,i,y : Number of reference vehicles in category i in year p 

Σ
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 プロジェクト排出量 

 

 

4.3 バイオガス精製技術の導入普及事業 

4.3.1 調査概要 

本都市間連携が開始した 2019 年より、大阪ガスでは、新たなバイオガス精製技術（以下、

OG システム）を EEC において普及・展開することで、バイオ燃料の普及拡大に貢献するこ

とを目指している。本年度において、COVID-19 の蔓延の影響を受け、JCM 案件形成には

至らなかったが、今後、アフターコロナにおいて普及が期待される。図 4.8にOGシステムの

概要を示す。 

 

 

出典：大阪ガス提供資料 

図 4.8  バイオガス精製技術（OGシステム）の概要  

 

タイをはじめとする東南アジア諸国において、主要産業の一つにバイオマス関連事業が

挙げられる。 

とりわけタイは他の東南アジア諸国に比べてバイオガス製造設備の導入実績が多く、原

   = (SECPJ,i,p x EFelect,p  / (1- TDLp ) x DDi,p x NPJ,i,p )Σ
 

PEp : Total project emissions in year p [tCO2/y]
SECPJ,i,p : Specific electricity consumption by project vehicle category i per km in year p in 

urban conditions [kWh/km]
EFelect,p : CO2 emission factor of electricity consumed by project vehicle category i in year p 

[tCO2/kWh]
TDLp : Average technical transmission and distribution losses for providing electricity in the 

year 
DDi,p : Annual average distance travelled by the project vehicle category i in the year p 

[km/year]
NPJ,i,p : Number of operational project vehicles in category i in year p
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料も豊富である。そのため、バイオマスやバイオガスの有効活用は、低炭素や脱炭素に資

する活動として期待されている。 

バイオガスの利用では、メタンガス以外にも二酸化炭素や不純物が含まれており、都市

ガス利用するためには、これらの除去が必要となる。しかしながら、技術的な問題も相まって、

除去が適切に行われていないのが現状である。 

大阪ガスでは、バイオガスにおける不純物の除去を行い、メタン濃度を高める「バイオガ

ス精製技術（OG システム）」を開発し、タイ等におけるバイオマス工場への導入を進めてい

る。大阪ガス独自の OGシステムは、2017年～2018年にかけてタイにおいてパイロット実証

試験を実施し、商用化を完了している。 

 

4.3.2 JCM設備補助事業の実施 

大阪ガスが進める OG システムの JCM 設備補助事業化では、大阪ガス等を中心に導入

技術に熟知した組織が代表事業者になることを想定している。その際、想定する国際コンソ

ーシアムの体制図を図 4.9に示す。 

 

 

出典：各種資料を基に日本工営作成 

図 4.9  OGシステム導入事業に係る国際コンソーシアム体制図案 

 

今後、COVID-19の収束の後、タイにおける産業の回復、バイオガス需要の上昇を機に、

OG システムの普及が期待される。そのため、次年度以降も、同事業への支援を本都市間

連携で継続する予定である。 

 

4.3.3 事業性評価 

タイ国内において流通している農産廃棄物由来のバイオガスを生成する工場につき、

OGシステムを導入する際、その効果等を比較、表 4.1に整理している。 
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表 4.1  OGシステムの技術的優位性 

種類 
圧力変動吸 

競合 A社 

膜 

競合 B社 

高圧水吸収 

競合 C社 
OGシステム 

特長 

吸着材に CO2を

吸着させ除去。

小型-中型システ

ムに向く 

CH4 と CO2によ

る高分子膜の通

過速度の差異で

分離。小型システ

ムに向く 

高圧の水に CO2

を吸収させ除去。

大規模システム

に向く 

PSA と膜の組み

合わせ。高純度

への濃縮と高い

CH4回収率を両

立 

実績 
世界 50 ヶ所 

以上 

欧州中心に 

10 ヶ所程度 

世界 50 ヶ所 

以上 
実用準備中 

メタン回収率 93% 99% 98% 99% 

製造費[円/Nm3] 11.9 21.4 9.7 9.0 

出典：大阪ガス資料より日本工営作成 

 

本年度も COVID-19の影響を受け、OGシステムの事業化の検討に大きな進展はなかっ

たが、タイにおけるバイオマスビジネスの市場規模が大きいことから、COVID-19 の影響が

弱まる頃に、改めて JCM 設備補助事業への参加等を交渉する予定である。そのため、次

年度以降も、同事業への支援を本都市間連携で継続する予定である。 

 

4.4 省エネルギー・再生可能エネルギーに係る脱炭素技術や市場動向の調査 

4.4.1 調査概要 

本都市間連携では、タイでの市場動向等に精通するみずほ銀行が参加している。本調

査は、JCM 案件形成活動そのものではないが、タイや EEC における案件形成を進めるうえ

で参考とする市場動向調査となっている。 

以上より、同社が実施した省エネルギー・再生可能エネルギーに係る脱炭素技術や市場

動向の調査結果の一部を以下に示す。 
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4.4.2 調査結果 

コロナ禍の経済停滞時期においても

EEC への投資は継続されている。そし

て、図 4.10 に示す通り、我が国がタイ企

業との合弁事業では最大の投資国となっ

ている。この点からも我が国はタイにおけ

る良きビジネスパートナーであることが理

解できる。 

日本からの投資の内訳は、確認できて

いないが、2021 年における EEC での新

規企業登録では、不動産業、建設業、運

輸業がトップ 3 となっている。この点より、

EEC でのインフラ開発が活発になってい

ることが把握できる。 
出典：公開資料よりみずほ銀行国際戦略情報部作成 

図 4.10  タイ企業に対する海外投資 

 

また、省エネルギーや再生可能エネ

ルギー事業を促す、タイ国内銀行による

サステナブル（グリーン）ローンは、①再

生可能エネルギープロジェクト向けのロ

ーン、及び②エネルギー・環境保全向

けローンの 2つに大別される。 

そして、図 4.11 からも分かる通り、タイ

国内銀行であるカシコン銀行（KBANK：

約 330億円）及びバンコク銀行（BBL：約

3,367 億円）によるサステイナブルローン

における2020年の実績では半数以上を

太陽光発電が占め、水力発電やバイオ

マス発電、廃棄物発電が続いている。な

お、バンク・オブ・アユタヤ（BAY）による

ローン実績は右図とは異なり、水力発電

が半数以上を占めている。 

 

出典：公開資料よりみずほ銀行国際戦略情報部作成 

図 4.11  タイ国内銀行によるローンの実績 

 

タイでは、自主的な炭素市場（Thailand Voluntary Emission Reduction: T-VER）が、タイ

温室効果ガス管理機構（TGO）により 2014年より運営されている。 

T-VERでは、個人あるいは組織によって削減された GHG排出量を T-VER クレジットとし

て、Thailand Carbon Offsetting Program（T-COP）の下で売買できる。T-VERの流通動向を

図 4.12に示す。 

 

230,834 

25,119 

33,462 

46,105 

105,196 

384,642 

2021年のEECにおけるタイ企業との合弁事業を通じ
た主要な海外投資

(単位:百万バーツ)
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出典：公開資料よりみずほ銀行国際戦略情報部作成 

図 4.12  T-VERの流通動向 

 

2017 年頃まで T-VER の売買高は大きくなかったが、近年では脱炭素への関心の高まり

が影響してか、その量は急激に伸びている。また表 4.2 からわかる通り、バイオマスによる売

買量がかなり多いことからも、タイにおけるバイオマス事業のポテンシャルが高いことが伺え

る。 

 

表 4.2  T-VERによるセクター別売買高（2021年 12月現在） 

セクター 売買量 [tCO2] 平均単価 [THB/tCO2] 

バイオマス 696,977 22.00 

水力発電 45,489 87.00 

バイオエネルギー 7,804 157.00 

堆肥化 4,773 201.00 

出典：公開資料よりみずほ銀行国際戦略情報部作成 

 

T-VER につき、TGO とタイ工業連盟（FTI）がタイの主要な炭素クレジット取引センターと

して Thailand Carbon Credit Exchange Platform を共同開発し、2022年からの運用に向けて

準備を進めている。本プラットフォームでは、店頭で売買するのではなく、購入者と販売者

を電子的に接続することが可能となる。 

TGO による 2020 年の年次報告書では、GHG 排出量の多い企業 81 社から発生する T-

VER クレジットの需要は、年間 162,793,317 [tCO2] に相当すると推定している。 

最後に、脱炭素を促すタイ国内のシステムとして、タイ投資委員会（BOI）による Bio-

Circular-Green（BCG）経済モデルに沿った事業を支援する「ゴーグリーン制度」がある。ゴ

ーグリーン制度では、投資奨励金の対象となる事業は 55種類ある。 

一例として、リサイクル事業、再生可能エネルギー事業、医療用食品製造事業、環境に

配慮した素材を用いた化学品製造事業などである。同制度のインセンティブとして、3 年間

の法人所得税の 50%削減や機械輸入税の免除などがある。 
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4.5 EECにおける今後の JCM案件の検討 

本都市間連携では、これまで主に本邦民間企業からの案件相談（JCM シーズ）を基に、

JCM案件形成を進めてきた。本年において、COVID-19の影響は受けつつも、本都市間連

携では、自治体レベルで活発な交流を行うことができた。 

以上より、今後はMOUの締結、2022年 3月のビジネスマッチングの知見を基に、図 4.13

のように都市間連携ニーズ把握に係る議論や協議を進めてゆく。とりわけ、EEC が脱炭素

社会への転換として注力している、スマートモビリティ、グリーン＆サーキュラー、スマートシ

ティに資する本邦技術や製品の特定、EEC側への紹介を積極的に行う予定である。 

 

 
出典：日本工営作成 

図 4.13  都市が主導するニーズ把握の実施 

 

EEC が脱炭素の重点領域として注目している上図の領域につき、本邦企業の関与を模

索する。EEC による重点領域を踏まえた上で、今後、大阪市を中心に支援する案件例を以

下に示す。 

 

スマートモビリティ分野 

1) EV（充電ステーション含む）に係る事業化の支援 

2) Eバイク（Eバイクタクシー含む）に係る事業化の支援 

 

グリーン＆循環型分野 

1) グリーン&循環型に配慮した工場案件への技術支援 

2) GHG情報プラットフォームへの支援 

 

スマートシティ分野 

1) スマートシティ開発に対する先進技術等の普及支援 
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第 5 章 コロナ禍における課題と工夫 

5.1 タイにおけるコロナの現状 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の発生ついて、2020 年 1 月 30 日に WHO によ

り「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC: Public Health Emergency of 

International Concern）」が宣言され、瞬く間に世界中に感染が拡大した。世界各国にて、感

染対策として渡航制限が実施され、社会経済危機をも引き起こした。2022 年 1 月において

も WHO は PHEIC が継続していると発表しており、感染状況は収束してないが、渡航制限

の感染予防効果については様々な意見が出てきており、渡航制限の緩和や撤廃に踏み切

る動きも世界で見られつつある。 

タイにおける COVID-19 の 2022 年 2 月現在の状況を図 5.1 に示す。2021 年 8 月頃に

感染者拡大のピークが見られ、その後感染者数は減少傾向となったものの、2022年 2月現

在、第 5 波となる感染拡大傾向が見られつつある。2021 年 7 月に外出禁止令（いわゆるロ

ックダウン）や在宅勤務要請を実施、2021 年 11 月にワクチン接種済の入国者の隔離措置

免除を導入するなど、感染状況に応じた対策が講じられている。 

 

 

出典： WHO”Covid-19 Situation, Thailand” https://reliefweb.int/updates?search=title%3A%22COVID%22&advanced-

search=%28PC228%29_%28F10%29_%28S1275%29 

図 5.1  タイにおける COVID-19の 2022年 2月現在の状況 
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5.2 コロナ禍における課題 

本年度は事業開始当初から COVID-19 感染防止による渡航制限の状態が継続すること

が予想されていた。そのため、都市間連携事業は、原則、オンラインで実施するよう、業務

計画を策定した。主な活動とオンラインで実施することによる課題を表 5.1に示す。 

 

表 5.1  都市間連携事業に係る主な活動とオンラインで実施することによる課題 

活動 課題 詳細 

EEC とのオンラインワ

ークショップ 

ワークショップ後のフォ

ローアップをどのように

行うか。 

オンラインワークショップは、大阪市の知見及び日

本企業のノウハウの共有、また、EECのニーズ・取

組の理解を目的に行った。現地にて開催した場合

には、イベント終了直後にその場で担当者レベル

でのコミュニケーションを容易に取ることができ、そ

の中で情報の確認や新たな情報交換など、フォロ

ーアップによりお互いの理解を深め合うことができ

た。一方、オンラインイベントにおいては、イベント

終了後は接続を切ってしまうため、このようなフォロ

ーアップが欠けてしまい、お互いの理解が促され

ないことが懸念される。 

大阪市・EECによる

覚書（MOU）の締結

及び締結式の開催 

両都市の訪問頻度が

限られている状況にお

いて、MOU締結への

モチベーションいかに

醸成し、持続させるか。 

渡航が制限される中で両都市職員及び上位階級

の職員同士の交流は限定的であり、また、表敬訪

問や本邦研修受入など、市民など対外的にアピー

ルするようなイベントを昨年十分に実施できなかっ

た。そのような状況において、両都市が今後も協力

関係を継続させるという方針を決断し、MOUの内

容の最終化までのモチベーションをいかに醸成

し、持続させられるかが重要である。 

いかに見栄えの良い

MOU締結セレモニー

とするか。 

MOUの締結式は、本来、署名者である両都市の

代表が対面で行い、今後の協力関係の発展を祈

念して、華やかに行われるイベントであり、対外的

にも活動をアピールする絶好の機会であるが、オ

ンラインでの実施により、華やかさに欠けてしまうこ

とが懸念される。 

ビジネスマッチング 

渡航制限に起因する案

件形成への不安をいか

に最小限に留めるか。 

渡航制限がある現状では、マッチングしたとしても

将来の状況に対する不透明感への不安やスピー

ディーな対応が期待できないことに起因して、積極

的なコミュニケーションが躊躇されることが懸念され

る。また、対面にて協議することができないため、

直接相手を知るという安心感や信頼感の形成が不

十分になることが懸念される。 

大阪市、EEC関係者

による連絡 

大阪市、EEC関係者、

コンサルタントが適時、

連絡や意見交換ができ

ることが実現するか。 

コロナ禍により両国関係者は、テレワークを導入、

活動していることも増えている。このような状況にお

いて、適切なタイミングで連絡等を行うことは容易

ではない。また、イベント前に意見交換を行うことが

求められる。 

出典：日本工営作成 
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5.3 コロナ禍における工夫 

前項 5.2で挙げた課題に対する工夫とその実施結果を表 5.2に示す。 

 

表 5.2  都市間連携事業に関してオンラインでの活動に対する工夫とその実施結果 

活動 課題 工夫 結果 

EEC との

オンライン

ワークショ

ップ 

ワークショップ後

のフォローアップ

をどのように行う

か。 

日本からの参加につき、感染症対策

を講じた上で、大阪市に会場を設置

することで、参加者が集まれるようにし

た。そして、ワークショップ前後に関係

者同士で情報交換・進捗確認、フォロ

ーアップを実施できるようにした。 

日本側の会場においては、

ワークショップ後に、ワーク

ショップの振り返り、今後の

進め方に対するお互いの

意識合わせなど、効果的に

フォローアップを実施するこ

とができた。 

大阪市・

EECによ

る覚書

（MOU）の

締結及び

締結式の

開催 

両都市の訪問頻

度が限られてい

る状況におい

て、MOU締結

へのモチベーシ

ョンいかに醸成

し、持続させる

か。 

大阪市と EEC事務局がスムーズなコ

ミュニケーションが実施できるように、タ

イ側の担当者とはメールと SNSによる

チャットにて連絡を取り合った。また、

大阪市及び EEC事務局の担当者も

含めたチャットグループでの連絡体制

を整えた。 

MOU文面の最終化におい

ては、細かなスペルミス、単

語のニュアンスの確認など

において、大阪市及び

EEC事務局の担当者同士

が機動的に対応することが

でき、年度内にMOU締結

を実現することができた。 

いかに見栄えの

良いMOU締結

セレモニーとす

るか。 

会場に大型モニターを設置し、EEC

事務局長のビデオ画面を大きく映し出

した。挨拶及び署名の際には、署名

者（大阪市長と EEC事務局長）が対

面するようにモニターを配置し、臨場

感を演出。署名後の記念写真撮影時

には、スクリーンショットだけでなく、モ

ニターの横に市長が立ち、疑似的に 2

名が横並びになるように記念写真を撮

影した。更に、参加者には共通のバー

チャル背景を配布し、会場の一体感

が高まるような演出とした。 

市長、EEC事務局長が対

面している様子、横並びで

MOUを持っている様子を

写真で記録することができ、

また、スクリーンショットにお

いても、多くの参加者が同

じバーチャル背景を使用し

た画面を記録することがで

き、広報資料としても見栄え

の良い写真を残すことがで

きた。 

ビジネス

マッチン

グ 

渡航制限に起因

する事業形成へ

の不安をいかに

小さくするか。 

EECにおいて関心の高い分野を絞

り、それら分野を代表する日本の企業

をコンサルタントで選定した。また、タ

イ側の政策立案者等から同国のニー

ズを発表してもらうことで、本邦企業へ

生きたニーズ情報の発信を行った。具

体的には、タイの公的組織（DEPA（デ

ジタル経済振興庁）、NSTDA（タイ国

立科学技術開発庁））の発表を実施。 

民間企業にとって、関心の

ある情報を政府関係者から

得ることは今後の事業計画

の参考となるものである。こ

の点につき、本年度は幾つ

かの情報を発信することが

できた。今後はこの情報を

具現化するよう支援すること

に注力したい。 

大阪市、

EEC関係

者による

連絡 

大阪市、EEC関

係者、コンサルタ

ントが適時、連絡

や意見交換がで

きることが実現す

るか。 

E-mailや Teams、Zoom等のオンライ

ン会議ツールに加え、日々の連絡や

意見効果を LINEにて実施した。これ

により、気軽に意見交換や情報確認を

行うことに配慮した。 

日本・タイ関係者の間での

親密度が増すと共に、議論

や準備に係る時間を短縮

することができた。今後は、

お互いの目的や意図を尊

重した交流を維持したい。 

出典：日本工営作成 
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第 6 章 今後の計画 

今年度、本都市間連携事業で実施した JCM 案件形成調査、及び都市間連携活動の結

果を踏まえ、次年度以降の計画案を記載する。 

 

6.1 今後の都市間連携事業のイメージ 

2022年 2月に締結した両都市による覚書の下、大阪市、EECは更なる交流や日本・タイ

両国民間企業の参加による新たな取り組みが数多く実施されることが期待されている。また、

両都市における政策対話等で継続的な意見交換を進めることも予定している。 

そのため、大阪市と EECによるタイランド 4.0の実現を目指した都市間連携は、次年度以

降、3年間の活動を継続して行うことを想定している。 

タイにおける経済成長のけん引役である EEC は、継続して新たな取り組みに挑戦してお

り、現在は BCG 経済6の実現に注力している。これに対し、我が国における環境先進都市

のひとつである大阪市は、同市が有する知見、実績を引き続き EEC へ提供すると共に、大

阪市によるネットワーク（Team OSAKA ネットワーク等）を介して、本邦企業による EEC への

進出等といった展開を予定している。 

以上を踏まえ、次年度以降の 3 年間における都市間連携事業のコンセプトを以下に示

す。 

 

【コンセプト】 BCG経済の実現に向けた都市間連携事業（仮） 

 

また、上記コンセプトを積極的に進めてゆくため、これまでの大阪・EEC の連携を新たに

展開することも期待される。 

具体的には、EEC に属する 3 県（チョンブリ、チャチュンサオ、ラヨーン）との交流である。

こちらについては、タイ版脱炭素ドミノの実施が期待される。それ以外にも、現在進行形で

脱炭素に係る様々な取り組みがタイ国内において組成されていることにつき、積極的な情

報交換や交流を深めてゆく予定である。 

  

 
6 BCG 経済とは、タイ政府が 2021 年 1 月より掲げているアフターコロナを見据えた経済戦略・政策のこと。主要テーマで

あるバイオ(Bio)、循環型(Circular)、グリーン(Green)の略。 
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6.2 令和 4年度（2022年度）の都市間連携事業案 

前項における次年度以降の都市間連携のイメージの下、次年度（令和 4 年度、2022 年

度）以降の都市間連携、並びに JCM案件形成の概要を表 6.1示す。 

 

表 6.1  次年度以降の活動計画 

主要活動とその方針 活動内容の根拠等 

都市間連携 

大阪市の知見・実績等を

活用したBCG経済実現に

向けた交流の実施 

 大阪市、EEC が締結した覚書（MOU）では、以下の協力が明示さ

れている。そして、これらを実現させる一助として、大阪市の知見や

実績が有効である。 

a) 環境保全・エネルギー政策を支える基準・システムに関する情

報共有 

b) 脱炭素都市形成に向けたプロジェクトの創出 

c) サーキュラー・エコノミー及び再生可能エネルギーに関する施

策等についての情報共有・プロジェクトの推進 

d) その他環境保全にかかるプロジェクトの推進 

e) 政策対話の実施 

 EEC は地方自治体ではないため、大阪市の知見や実績を具現化

する一つのアプローチとして EECに属する 3県（チョンブリ、チャチ

ュンサオ、ラヨーン）との連携を深め、必要に応じ交流を実施するこ

とが期待される。 

JCM案件形成 

EEC のニーズを踏まえた

BCG案件の形成 

 過去 3 年間の都市間連携では、現地ニーズに配慮するも、本邦民

間企業からの JCM シーズ（日本企業からの海外事業展開アイデ

ア）を中心に、JCM 案件形成を進めてきた。そのため、EEC が持つ

市場ポテンシャルやニーズへの反応が十分ではなかった。この点

を踏まえ、現地のニーズを再度見直し案件形成を行う。 

 ニーズへの対応策の一つとして、これまで以上に Team OSAKA ネ

ットワーク企業の参加を募り、EEC関係者へ紹介することで、新たな

経済交流を発生させる。とりわけ EEC が注力する下記分野への案

件形成を目指す。 

分野 1：スマートモビリティ 

・ EV並びに充電ステーションに係る事業化支援 

・ Eバイク/Eバイクタクシーに係る技術提供 

分野 2：グリーン(G)＆循環(C) 

・G&C工場の建設・更新に係る本邦技術・製品の導入 

・GHG mitigation information platform との連携 

分野 3：スマートシティ 

・Wangchan valley等でのスマートシティ事業への参加 

出典：日本工営作成 

 


